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バージョンアップ情報〔給与上手くんα〕 
VERSION:24.008 

●給与上手くんα VERSION:15.001 
●給与上手くんαクラウド・給与上手くんαクラウド SE VERSION:15.001 
 
当プログラムは、マイクロソフト社のサポート対応終了に伴い、Windows XP・Vista・7・8.1 搭載機へのインスト
ールは不可となっています。 
 

 令和 6 年分 年末調整改正 
 定額減税計算に対応 

年調減税額、年調減税額控除後の年調所得税額、控除外額の計算に対応しました。 
 住宅借⼊⾦特別控除の改正に対応 
 各種様式の改正に対応 

・令和 7 年分 給与所得者の扶養控除等（異動）申告書 
・令和 6 年分 給与所得者の保険料控除申告書 
・令和 6 年分 給与所得者の基礎控除申告書 兼 給与所得者の配偶者控除等申告書 兼 年末調整に 

係る定額減税のための申告書兼所得⾦額調整控除申告書 
・【簡易対応様式】令和 7 年分 給与所得者の扶養控除等（異動）申告書 

 
 令和 7 年分 月々の源泉徴収税額 
 「給与所得の源泉徴収税額表（月額表）」、「賞与に対する源泉徴収税額の算出率の表」、「電算機計算の

特例等」ともに税額は令和 6 年から変更ありません。 
 
 その他の改良、修正を⾏いました。 
 
※詳細は、次ページからの“給与処理ｄｂ【給与計算】（VERSION: 15.001）の変更点” を参照してくださ

い。 
 
※『令和 6 年分給与⽀払報告書（総括表）』対応の給与処理ｄｂプログラムは 12 月上旬のご提供予定です。 
 
 
 
 

 
 

ご注意 
●他のＩＣＳシステムとマスターのやり取りを⾏われる場合は、他のＩＣＳシステム側も当改正対応プロ 

グラムのインストールを⾏い、バージョンを統一してください。 
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給与処理ｄｂ【給与計算】（VERSION:15.001）の変更点 
概 要 

 

Ⅰ．年末調整に関する改正 
 

1）所得税・個⼈住⺠税の定額減税（令和 6 年度税制改正） 
①制度概要 

令和６年分の所得税・令和６年度分の個⼈住⺠税について、納税者及び配偶者を含めた扶養親族１⼈
につき、所得税３万円・個⼈住⺠税１万円が控除されることとなりました。 
 
本⼈要件は、令和 6 年分の所得税の納税者である居住者のうち合計所得⾦額が 1,805 万円以下の
者、配偶者及び扶養親族は合計所得が 48 万円以下の居住者の方となります。 
 

 
 
 
 
 
 
 

②年調減税事務 
年末調整時点の現況における定額減税額に基づき、年間の所得税額から控除や精算を⾏う事務です。 
年調所得税額から年調減税額（上記の表の⾦額の合計）を控除することになります。 
 
●手順︓1.対象者の確認 → 2.年調減税額の算出 → 3.年調減税額の控除 → 4.源泉徴収票へ表示 

 
    ●対象者︓令和 6 年６⽉ 1 ⽇以後に年調対象となる方で、扶養控除申告書を提出している甲欄適⽤者

（合計所得 1,805 万円超の方を除く） 
 
     ※対象外の例 

・主たる給与収入が 2,000 万円超で年末調整の対象外の方 
・令和 6 年分の源泉所得税について災害減免法の適⽤を受けた方 
・扶養控除等申告書を提出していない方 
・扶養控除等申告書の提出がある方のうち、休職等で令和 6 年 6 ⽉以降に給与等の⽀給の無い方 

     ・令和 6 年 5 ⽉ 31 ⽇以前に年末調整対象の方 
     ・合計所得が 1,805 万円を超える方 

    ・乙欄適⽤者（主たる給与の⽀払者のもとで控除→控除しきれなかった額は確定申告） 
     ・丙欄適⽤者（確定申告） 
 

●年調減税の対象となる同⼀⽣計配偶者・扶養親族 
     同一生計配偶者︓「令和 6 年分 給与所得者の基礎控除申告書 兼 給与所得者の配偶者控除等申告

書 兼 年末調整に係る定額減税のための申告書 兼 所得⾦額調整控除申告書」の
“配偶者定額減税対象”のチェックの有無 

 
     扶養親族︓「扶養控除等申告書」の“B 欄”及び住⺠税に関する事項の“16 歳未満の扶養親族”欄 
 
     ※共通事項 

・合計所得⾦額 48 万円以下 
・居住者 
・6 ⽉ 1 ⽇より前に亡くなった扶養親族→親族の死亡の⽇において扶養親族なら該当 
・扶養親族について、令和 6 年 12 ⽉ 31 ⽇時点で非居住者であれば対象外 

 

 定額減税対象者 定額減税額 
所得税 本⼈ 30,000 円 

配偶者、扶養親族 1 ⼈につき 30,000 円 
個⼈住⺠税 本⼈ 10,000 円 

配偶者、扶養親族 1 ⼈につき 10,000 円 



 

３ 

   ●年調減税額の控除計算 
     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    例年の年調計算の、住宅借入⾦等特別控除のあとに年調減税額を控除する処理が追加となります。 
    最終的な年調年税額は、控除後の所得税額に 102.1％を乗じた⾦額です。 
 
   ●源泉徴収票の記載方法 
    ・「（摘要）」欄に、次のように記載します。 

内容 記載方法 
実際に控除した年調減税額 源泉徴収時所得税減税控除済額 xxxxx 円 
年調減税額のうち 
控除しきれなかった⾦額 

控除外額 xxxxx 円 
※控除しきれなかった⾦額がない場合は「控除外額０円」 

合計所得⾦額が 1,000 万円超の方で 
同一生計配偶者が定額減税対象者 
の場合 

非控除対象配偶者減税有 
※同一生計配偶者が障害者等に該当する場合は「減税有」 

を追記 
 
 

2）住宅借⼊⾦特別控除の改正 
①例年の年次対応 

平成 26 年居住開始分が適⽤期間終了のため除外、令和 5 年居住開始分が適⽤開始となりました。 
 

②令和 4 年分税制改正 
●令和 5 年 1 ⽉ 1 ⽇以後居住開始分の住宅ローン控除に関する証明書等の改正 

年末調整のための（特定増改築等）住宅借入⾦等特別控除証明書の記載事項に、その年の 12 ⽉ 31
⽇における住宅借入⾦等の⾦額が加えられました。 

 
●住宅取得資⾦に係る借入⾦等の年末残⾼等調書制度の創設 

令和 5 年 1 ⽉ 1 ⽇以後居住開始分ついて、住宅ローン控除の適⽤を受けようとする場合は、「住
宅取得資⾦に係る借入⾦等の年末残⾼等調書」を⽤いて申告可能となりました。 

 
※これまでの年末残⾼証明書を⽤いるのが「証明書方式」、上記令和 4 年度税制改正の年末残⾼調書

を⽤いるのが「調書方式」です。 
 ただし、令和５年時点で調書方式に対応している⾦融機関は存在しないため、令和 6 年分年末調整

においては使⽤できません。 
  



 

４ 

3）各種様式の改正 
①令和 7 年分扶養控除等（異動）申告書 

    ・⼆次元コードの位置が変更されました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②令和 6 年分 保険料控除申告書 
    ・「あなたとの続柄」欄が削除されました。（生命保険料、地震保険料、社会保険料控除の各欄） 
 
 
 
 
 

③令和 6 年分 給与所得者の基礎控除申告書兼給与所得者の配偶者控除等申告書兼年末調整に係る定額
減税のための申告書兼所得⾦額調整控除申告書 

    ・申告書のタイトルが変更されました。（年末調整に係る定額減税のための申告書が追加） 
    ・基礎控除申告書の控除額の計算について、「950 万円超 2,400 万円以下（C）」が「950 万円超

1,805 万円以下（C）」と「1,805 万円超 2,400 万円以下（D）」に分割されました。 
・基礎控除申告書に「本⼈定額減税対象」欄が新設されました。 
・配偶者控除等申告書兼年末調整に係る定額減税のための申告書に「配偶者定額減税対象」欄が新設

されました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

④簡易な扶養控除等申告書 
    ・令和 7 年 1 ⽉ 1 ⽇以後の扶養控除申告書より、前年分に記載した事項から異動がない場合は、申

告書右上の「前年の申告内容からの異動 □なし」へのチェックで記載すべき事項に変えることが
できるようになりました。 

 
 
 
 

申告書についての参考 URL︓各種申告書・記載例（扶養控除等申告書など）｜国税庁 (nta.go.jp) 
https://www.nta.go.jp/users/gensen/nencho/shinkokusyo/index.htm 



 

５ 

⑤令和 年分 給与所得の源泉徴収票 
 ※源泉徴収票のドットプリンタ出⼒に関して、令和 6 年分に対応しました。 

 
 

4）令和 7 年分 月々の源泉徴収税額 
①「給与所得の源泉徴収税額表（⽉額表）」、「賞与に対する源泉徴収税額の算出率の表」、「電算機計 

算の特例等」ともに税額は令和 6 年から変更ありません。 
 
 
 

改正対応 
 

■入⼒画⾯等を開くと改正内容等を表示します。内容を確認の上、“はい”で処理を進めてください。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
Ⅰ．登録・導⼊／翌年更新（翌月更新） 
 

①定額減税、年調減税関連のデータを令和 7 年に更新する際にクリアするよう対応しました。 
    メニューバーの定額減税や年調減税、出⼒処理も令和 7 年マスターでは表示されなくなります。 
 
 
Ⅱ．給与・賞与／給与・賞与 
 

1）給与・賞与⼊⼒ 
①明細書⼊⼒タブ 

年調計算時に定額減税が残っている場合は、給与＆年調マスターに限り「定額減税︓〇〇〇」を表示
するようにしました。 

    
 
 
 
    ※ご注意 

年調減税の対象者の場合は「定額減税︓0」となります。 
単独年調／単独⽀給の場合は⽉次減税を⾏わないため記載はありません。 
 
 
 
 
 

※既存マスターの場合、 
マスターのバージョンアップ
が⾏われます。 

 



 

６ 

Ⅲ．給与・賞与／出⼒処理 
 

1）明細書出⼒ 
①単独年調で「所得税」と「過不⾜税額」を分けて出⼒する設定（一括⽀給）の場合に、給与明細書（⼆

⼈分）での定額減税関連の出⼒の調整を⾏いました。 
    ・年末調整の控除額等を下部に表示しており定額減税関連を表示するスペースが狭いため、「定額減

税」のみを表示します。 
（控除前所得税額、控除後残額は表示しません。他の帳票を使⽤するなどで対応ください。） 

 
 
 
     
   

  ※ご注意 
     「単独年調／単独⽀給」（年末調整計算時）の場合には⽉次の定額減税はしませんので、定額減税

関連の項目の表示はありません。 
 

2）源泉徴収票（給与上手くんαProⅡのみ） 
①摘要欄に年調減税に関する事項を出⼒するよう対応しました。 

    ・出⼒⽂字数の変更はありません。表示箇所は以下の通りです。 
     
 
 
 
 
 
 
 
 
                                 赤で囲んだ箇所から転記されます。 
 
    《減税内容の転移例》 
    ・定額減税を控除しきったケース→「源泉徴収時所得税減税控除済額 xx,xxx 円 控除外額 0 円」 
 
 
 
 
    ・定額減税を控除しきれなかったケース→「控除外額 xx,xxx 円」に控除しきれなかった⾦額を表示 
 
 
 
 
    ・配偶者控除対象外だが定額減税対象の配偶者がいるケース→「非控除対象配偶者減税有」の⽂言追加 
 
 
 
 
    ・配偶者控除対象外の障害のある配偶者がいるケース→「減税有」の⽂言追加 
 
 
 
 

 

摘要 全角 50 ⽂字 ｘ2 ⾏ 
減税内容+扶養情報 全角 50 ⽂字 ｘ2 ⾏ 
前職分 住所、明細書 40 ⽂字 ｘ１⾏ 
前職分 ⾦額（所得、源泉、社保）ｘ１⾏ 

（参考）従前の摘要欄 
摘要 全角 50 ⽂字 ｘ2 ⾏ 
扶養情報 全角 50 ⽂字 ｘ2 ⾏ 
前職分 住所、明細書 40 ⽂字 ｘ１⾏ 
前職分 ⾦額(所得、源泉、社保)ｘ1 ⾏ 
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Ⅲ．年末調整／年末調整（ProⅡのみ） 
 

１）年末調整-年末調整データ⼊⼒ 
（給与上手くん α は給与・賞与の⼊⼒画⾯にある年末調整から同様の処理が可能です） 

①年調減税 
令和 6 年マスターのメニューバーに“年調減税(G)”を新設し、サブメニューに「減税対象者の確認 
(T)」「定額減税のための申告書(S)」「⽉次減税額入⼒切替」を追加しました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
    ●減税対象者の確認(T) 

年調対象社員の「個⼈コード」「社員⽒名」、及び年調減税額の計算のための「扶養等の数」「減税
額」の確認の確認⽤の画⾯を新設しました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
     ・画⾯には「年調減税対象者」が表示されます。 

※年調する設定の退職者であっても、令和 6 年 6 ⽉以降の⽀給がない社員は表示されません。 
 参照︓令和６年分所得税の定額減税Ｑ＆Ａ2-1 の注記 

       ※定額減税の対象外となる合計所得⾦額 1,805 万円超の社員は表示されません。 
※現物⽀給のみに⾦額が発生している場合、それが 6 ⽉以降であれば対象者となりえますが、 

        プログラム上、現物⽀給のあった⽉⽇の判定ができないため対象者に上がりません。お手数
ですが、該当の⽉⽇に現物⽀給分の⾦額を入⼒いただく等で対応ください。また、その際は
納付書作成時の所得税額にもご注意ください。 

・給与収入のある⽉や合計所得⾦額等から常時判定をかけています。必要に応じて画⾯キャプチャ
等で内容の保存をしてください。 

・扶養等の数は手修正可能です。修正した欄（緑）は、毎回の判定で変更されることはありませ
ん。 

 
     ※ご注意 

給与・賞与入⼒業務の「減税対象者の確認」で入⼒した内容は転記されません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

８ 

●定額減税のための申告書(S) 
    「令和 6 年分 源泉徴収に係る定額減税のための申告書 兼 年末調整に係る定額減税のための申告書」

に対応しました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
●⽉次減税額入⼒切替 

    ON にすると、累積入⼒タブの所得税欄で Enter キーを押下して「⽉次減税額」入⼒ダイアログか
ら、「控除前税額」「控除額」を入⼒可能になります。初期値は ON です。 
（⽉次減税額入⼒ダイアログについては後述参照） 

    OFF にすると、下記メッセージを表示します。⾦額は保持されます。 
       
 
 
 
 
 
 

②累積⼊⼒タブ 
「⽉次減税額」ダイアログを新設しました。 
前述の「⽉次減税額入⼒切替」が ON、かつ、実額編集モードの際、所得税欄で Enter キーを押下す
ると表示されます。 

    （累積入⼒タブの例） 
 
 
 
                    （⽉次減税額ダイアログ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

上部の基本情報部分の
みが印字対象です。 

出⼒オプションは右の通り、 
出⼒可能個所に関する選択のみです。 

Enter 



 

９ 

    ・⽉次減税処理の結果をダイアログに表示します。打ち換えて元の⾦額と異なる⾦額となる場合は背
景色を緑で表示します。Delete で⽉次減税処理時の⾦額に戻ります。 

 
 
 
 
 
 

 
・入⼒した⾦額からの⾃動計算は⾏いません。 
  
※ご注意 

上記の⽉次減税額ダイアログの⾦額を実額編集で打ち換えても、累積入⼒等の所得税の⾦額は変わ
りません。 
また、⽉次減税額ダイアログで打ち換えた際、その差引⾦額と累積入⼒等の所得税とに相違が出て
も、所得税側の背景色は変わりません。 

 
・⽉次減税額ダイアログで入⼒した内容は「源泉徴収簿」のみに反映し、「各⼈別控除事績簿」には

反映しませんのでご了承ください。 
 
 
 
 

③保険料控除⼊⼒タブ 
令和 6 年マスター以降の「保険料控除入⼒―生命保険料控除タブ、地震保険料控除／社会保険料控除
／共済等掛⾦控除タブ」の“続柄”欄を廃⽌しました。 

 
     （生命保険料控除） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     （地震保険料控除／ 
      社会保険料控除／ 
      共済等掛⾦控除） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

１０ 

④基礎／配偶者／調整控除申告書タブ 
「基礎控除申告書兼配偶者控除等申告書兼年末調整に係る定額減税のための申告書兼所得⾦額調整控
除申告書」の様式改正に対応しました。 
基礎／配偶者／調整控除申告書タブに「本⼈定額減税対象」「配偶者定額減税対象」を表示します。 

 
 
 
 
 
 
 

●判定について 
  本⼈定額減税対象︓合計所得⾦額 1,805 万円以下（居住者） 

     配偶者定額減税対象︓本⼈要件該当かつ配偶者合計所得⾦額 48 万円以下（居住者） 
  

    ※本⼈の合計所得⾦額が 1,000 万円超 1,805 万円以下の場合の配偶者の対応 
配偶者の所得⾦額により「配偶者控除は対象外、定額減税は対象」というケースがあります。その
ため、配偶者の所得について、正確な判定を⾏うため「0」と「空⽩」の区別を⾏います。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
＊本⼈ 1,000 万円超かつ配偶者の所得がない場合 

→給与収入又は給与所得以外の所得の合計額に「0」を入⼒ 
→「配偶者定額減税対象」 

   
 
 
 
 
 
 

 
    ＊本⼈ 1,000 万円超かつ配偶者に 48 万円超の所得があり、⾦額は不明 

→空⽩ 
→「減税対象外」 

 
 
 
 
 
 
 
      
 
 
 

定額減税 
のみ対象 

これらの配偶者の所得の入⼒は、本⼈の所得が 1,000 万円超 1,805 万円以下に
当てはまらない場合には、従前と同様に扶養情報に区分を入⼒いただく操作でも
定額減税の判定が可能です。 
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⑤控除⼊⼒タブ 
・”住宅控除”欄について年次の対応を⾏いました。（令和 6 年マスター以降） 

     令和 5 年分住宅借入⾦等特別控除額の計算テーブルでの計算に対応しました。 
（平成 26 年居住開始分は期間終了のため除外、令和 5 年居住開始分の計算追加） 

 
※居住開始⽇が令和 5 年以降の場合は“特”“特特”“特特特”を選択しても計算を⾏いません。 

     
    ・欄外下部に「(24)-2 (24)-3 (24)-4」（年調減税額、減税控除後年調所得税額、控除外額）を

表示するようにしました。 
 
 
 
 
 
     定額減税の対象となる方の年調年税額は、年調減税額を控除後の所得税額に復興特別所得税率を 

乗じた⾦額となります。 
 
（計算例） 

      年調所得税額 570,500 円 － (24)-2 90,000 円 ＝ (24)-4 480,500 円 
      (24)-4 480,500 円 × 復興特別所得税額 102.1％ ≒ 年調年税額 490,500 円 
 
 

⑥年末調整票⼊⼒タブ 
    欄外下部に「(24)-2 (24)-3 (24)-4」（年調減税額、減税控除後年調所得税額、控除外額）を表

示するようにしました。（控除入⼒タブと同じ内容が表示されます。） 
 
 
 
 
 
 

改 良 
 
Ⅰ．給与・賞与 
 

1）給与・賞与 
①[Ins 源泉徴収票]で表示する源泉徴収票イメージについて、途中入社、退職者に該当しない場合は「中

途職・退職」の年分を表示しないよう改良しました。 
    ※出⼒処理の源泉徴収票（αProⅡのみ）に合わせた対応です。 
 

2）出⼒処理 
①所得税徴収⾼計算書（納付書）において、右下の「領収⽇付印」を「領収年⽉⽇及び領収者印」に変更

しました。 
 
 
 

②給与台帳兼賃⾦台帳／源泉徴収簿兼賃⾦台帳（社員別/部署別合計/総合計）に賃⾦計算期間を出⼒する
改良を⾏いました。（労基法 108 条）。[F6 項目設定]より出⼒期間を設定します。 

 
   ●[F6 項目設定] 

・「賃⾦計算期間設定」タブを新設しました。賃⾦計算期間を出⼒する／しないをチェックボックスで
選択し、チェックが ON の場合に計算期間の設定が可能となり設定した期間を出⼒します。給与 12
ヶ⽉、賞与 6 回分の当年分と前年分を登録します。 
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・集計計算期間の初期値は空⽩です。各⽉の計算期間の末⽇を入⼒して、⾃動設定ボタンを押下すると
当年・前年の 1 ⽉分から 12 ⽉分の賃⾦計算期間を⾃動で設定します。 

    ⾃動設定欄で入⼒した末⽇は保存しません。賞与⽉の⾃動設定は対応できないため手入⼒してくださ
い。 

   ・出⼒範囲内の全ての⽉（回数）の賃⾦計算期間が未登録の場合は賃⾦計算期間を出⼒するが ON であ
っても賃⾦計算期間を出⼒しません。 

   ・未経過⽉の賃⾦計算期間は出⼒しません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    ●改良に伴う変更点 

“賃⾦計算期間を出⼒する“ON の設定では給与、賞与にそれぞれに賃⾦計算期間⾏が１⾏追加され
計 2 ⾏出⼒内容が増加したことにより、“項目設定出⼒を使⽤する”が OFF（台帳を 1 頁に収めて出
⼒する場合）の場合に以下の変更があります。 
“項目設定出⼒を使⽤する”が OFF の場合は 1 頁に収めるため出⼒⾏を調整し控除項目が 5 ⾏分出
⼒され、それ以上の控除項目を使⽤している場合は「その他控除」に集計されて出⼒しています。 
“賃⾦計算期間の出⼒を⾏う“ON では 2 ⾏分の項目を調整する必要があるため、控除項目で調整し
きれない場合は手当項目を「その他手当」に集計します。 

     【参考】 
バージョンアップ前から以下の条件に該当する場合はそれぞれの条件ごとに控除項目の出⼒を１⾏
使⽤します。 

・賞与欄に控除額を出⼒する（項目設定） 
・オプション-単独年調⽉の過不⾜税額を出⼒する 
・年調翌年繰越額設定の場合（年調時の設定） 
・介護保険料を出⼒する。（介護保険料を健康保険料に含めない（会社設定）） 
・印刷ダイアログ-事務所名出⼒  
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Ⅱ．表形式／表形式（ProⅡのみ） 
 

１）給与マスター表形式処理 
①令和 6 年度年末調整において改正による表形式ファイル項目の対応はございません。 
②タイプ 1〜5 でファイル作成を⾏った場合には、摘要の定額減税関係の情報を出⼒します。 

    ・タイプ 1〜5 
 
 
 
    《補⾜》 

・年調減税額、年調減税額控除後の年調所得税額、控除外額はマスター内で計算します。 
・源泉徴収簿に⽉次定額減税の控除前税額・控除額を出⼒する場合は『1.年末調整』-累積入⼒にて手

入⼒が必要です。 
②ファイル項目設定 

表形式ファイル側（CSV）で税額表区分を”乙欄”で登録した場合の取り込みについて以下の対応を 
⾏いました。 
 

 
 
 

・“税額表区分”と“年末調整区分”を CSV データから取り込んだ場合は、”年末調整区分”の設定を取り 
込まず、取り込み後の社員登録では必ず“年調しない“となります。 

・”税額表区分”のみを取り込んだ場合は、年末調整区分を”年調しない”に設定します。 
・”年末調整区分”のみを取り込んだ場合は、社員の税額表区分を判定し、税額表区分が”乙欄”場合は 

取り込み後の社員登録で“年調しない”に設定します。 
 
 
 

修 正 
 
Ⅰ．登録・導⼊ 
 

1）会社・社員情報リスト 
①複数の給与体系を使⽤しているマスターにおける社員情報リストの“固定給“の出⼒について、使⽤し

ていない手当の名称や⾦額が表示される場合があったのを修正しました。 
 

2）翌年更新（翌月更新） 
①既退職者で年調するに設定している場合、明細書データをクリアしないように修正しました。 
 

 
 
Ⅱ．給与・賞与 
 

1）給与・賞与 
①計算ルール内で X 変数・Y 変数を使⽤する場合に、同変数の初期化が⾏われておらず条件に該当して

いない社員に、不正な計算結果が転記される場合があったのを修正しました。 
 

2）出⼒処理 
①入⼒ロック中のマスターで所得税徴収⾼計算書の抽出を実⾏すると、既退職者で年調するに設定して

いる社員の年調過不⾜税額が抽出されていなかったのを修正しました。 
 
②⽀給控除一覧表の部署毎に改頁で、部署計が２頁に分かれて出⼒する時に部署計が正しく出⼒される

よう修正しました。 
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補足 住宅借⼊⾦等特別控除⼀覧表 
 
契約区分 区分 居住開始⽇ 特例区分 控除率 控除限度額 控除年数 所得⾦額要件 
――― 

 
※R4.1.1 よ
り前の居住
開始⽇の場
合は、新築
等や中古と
いった区分
はありませ
ん。控除入
⼒の際は、
初期値の新
築等で入⼒
ください。 

住 

H27.1.1 〜
R1.9.30 

特 1.0 40 10 3,000 万円 
― 1.0 20 

認 特 1.0 50 
― 1.0 30 

震 ― 1.2 60 
住 R1.10.1 〜

R3.12.31 
特特 1.0 40 13 3,000 万円 

 特 40 10 
― 20 

認 特特 1.0 50 13 
特 50 10 
― 30 

震 特特 1.2 60 10 
― 60 

住 R3.1.1 〜
R4.12.31 

特特 
特特特 

1〜10 年目は
1.0 
11〜13 年目は
1.0 又は 1.0 と
住宅取得費-消
費税*2％/3 の
少ない額 

40 13 3,000 万円 
(特特特は 
1,000 万円) 

認 50 
震 60 

新築等 住 

R4.1.1〜
R5.12.31 

― 0.7 21 13 2,000 万円 
特家 1,000 万円 

認 ― 0.7 35 2,000 万円 
特家 1,000 万円 

認 
(ZEH) 

― 0.7 31.5 2,000 万円 
特家 1,000 万円 

認 
(省エネ) 

― 0.7 28 2,000 万円 
特家 1,000 万円 

震 ― 0.9 45 2,000 万円 
特家 1,000 万円 

中古 住 ― 0.7 14 10 2,000 万円 
特家 1,000 万円 

認 ― 0.7 21 2,000 万円 
特家 1,000 万円 

認 
(ZEH) 

― 0.7 21 2,000 万円 
特家 1,000 万円 

認 
(省エネ) 

― 0.7 21 2,000 万円 
特家 1,000 万円 

震 ― 0.9 27 2,000 万円 
特家 1,000 万円 

 増   ※計算しません。 3,000 万円 
 
 

以上 
 


